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【問題意識】  
 
 少子高齢化の進展等を背景として、今後の日本社会の在
り方を考えると、行政活動や政策に対する国民の理解が一
層高まることが重要。このためには、政策に関する情報提
供を充実させるとともに、国民による政策の検証や政策形
成過程への参加を促進していくことが求められるところ。 
 また、行政が保有する公共データを民間開放し、国民生
活の向上、企業活動の活性化等を図り、我が国の社会経
済全体の発展に寄与する視点も重要。 
 
 このような問題意識の下、これまでの政府の取組を振り
返り、行政のオープン化・双方向化の更なる充実方策とし
て、どのような取組を展開していくべきか。 

１．行政のオープン化・双方向化について 
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国民への情報提供等に関するこれまでの主な取組の例 

国民・事業者 

 HP等による情報提供・オープンデータ 
 情報公開 
 政策評価 
 統計データ       
           ※双方向の要素もあるが、単純化して図示 

 パブリックコメント 
 ノーアクションレター 
 行政相談 

国民・事業者 行政機関 

１．行政のオープン化・双方向化について 

行政機関 

上記のほかにも、各府省独自の取組等があるが、共通的なものを例示 
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○行政情報の電子的提供 
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○行政情報の電子的提供 
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○行政情報の電子的提供 
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○情報公開制度 

【根拠法律】 
 

 ○行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成11年法律第42号） 
 ○独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号） 
 
【制度の概要】 
 

 ○行政機関及び独立行政法人等が組織的に用いるものとして保有している文書 
  （図画、電子データを含む。）について、誰でも、目的を問わず開示を求めること 
  （開示請求）ができる。 
 

 ○開示請求に対する開示・不開示の決定は、原則として30日以内に行われる。 
  

 ○文書は、個人に関する情報などの不開示情報が記録されている場合を除いて開 
  示される。 
 

 ○開示・不開示の決定に対する不服申立てについては、原則として情報公開・個人 
  情報保護審査会に諮問される。 
 

 ○行政機関及び独立行政法人等は、その保有する情報の提供に関する施策の充 
  実に努める。 
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○情報公開制度 
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開示決定の割合は、概ね９割以上となってい
る。 

※施行状況調査に基づき作成。 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 

開示請求の件数は増加傾向にあり、行政機関
では、平成24年以降10万件を超えている。 

開示決定等に対する不服申立ての件数は、
行政機関では概ね1,000件前後で推移してい
る。 

（注） 「開示決定の割合」とは、開示請求に対する全て 
 の決定の数に占める開示決定の数（全部開示決定の 
 数と一部開示決定の数の合計）の割合である。 
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○政策評価制度 －概要－ 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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○政策評価制度 －法律の概要－ 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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○政策評価制度 －各行政機関における政策評価の実施状況－ 
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○政策評価制度 －政策評価の機能強化の取組－ 
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○政策評価制度 －政策評価ポータルサイトの改善に向けた取組－ 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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IT総合戦略本部「電子行政オープ
ンデータ戦略」より 

公共データは国民共有の財産であるという認識の下、公共データの活用を促進し、
国民生活の向上、企業活動の活性化を図る。 

○オープンデータの取組 
 －電子行政 オープンデータ戦略－ 
  （平成24年７月４日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定） 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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オープンデータに関わる利用ルール、データ形式、ポータルサイト、普及活動促進等に
ついてスケジュールを定める。 
※ポータルサイトは平成26年10月１日に本格運用開始。 

IT総合戦略本部「電子行政オープ

ンデータ推進のためのロードマッ
プ」より ○オープンデータの取組 

 －電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ－   
        （平成25年６月14日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定） 
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IT総合戦略本部「データカタログサ
イト「DATA.GO.JP」の本格運用開始
について」より 

各府省庁の１万２千を超えるデータセットを検索とダウンロードが可能。 
また、利用者からの意見受付機能もあり。 

○オープンデータの取組 
 －データカタログサイト「DATA.GO.JP」－ 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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IT総合戦略本部「データカタログサ
イト「DATA.GO.JP」の本格運用開始
について」より 

○オープンデータの取組 
 －データカタログサイト「DATA.GO.JP」－ 
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○統計情報提供の取組 
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１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 
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○パブリック・コメント手続（意見公募手続） 

【根拠法律】 
 
 ○行政手続法（平成５年法律第88号） 
  
【制度の概要】 
 
 ○パブリック・コメントとは、行政機関が命令等（政省令、処分基準など）を定めよう 
  とする場合に、その案を公示し、広く一般から募集した意見を参考にして、適宜、 
  原案に反映させること等により、公正・透明な行政運営を確保しようとするもの 
  （必ずしも意見を提出した者の数が多いかどうかに着目するものではない。）。 
  

 ○意見提出期間は原則30日以上、提出方法は電子メール等、e-Govによる公示 
 

 ○行政機関は、提出意見を十分考慮して命令等を定め、その公布等と同時期に、 
  提出意見・提出意見を考慮した結果及びその理由等を公示する。 
 

 ○法律に基づくもののほか、法律案、行政計画の案などについても、任意のパブ 
  リック・コメント手続が広く実施されている。 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 

（注）従来、「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続」（平成11 
  年３月23日閣議決定）に基づく「意見提出手続」が行われてき 
  たところ、平成17年の行政手続法の改正により、同法に「意見 
  公募手続」が規定された（18年４月施行。これに伴い、上記閣議 
  決定は廃止。）。 
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○パブリック・コメント手続（意見公募手続） 

【法定の意見公募の例】 
 ○移動受信用地上基幹放送等に係る制度整備（案）に対する意見募集 
       
   意見提出期間：平成25年９月27日～10月28日 提出意見数：55件 
   提出意見反映状況： 
     V-High放送のユーザに対して早期にサービスを提供するため、移動受信用地上基幹放      
   送を行う無線局が受ける審査について、他のテレビジョン放送等の無線局と同等の条件に 
   してほしいとの意見を受け、移動受信用地上基幹放送についても電波法施行規則 別表第 
   二号 二（９）ウの対象とした。 

 
【任意の意見募集の例】 
 ○「独立行政法人の目標の策定に関する指針（案）」及び「独立行政法人の評価 
  に関する指針（案）」に関する意見募集 
 

   意見提出期間：平成26年７月18日～８月18日  提出意見数：12件 
   提出意見反映状況： 
          国立研究開発法人と民間企業の研究開発の違い等、理念についての事項も設けるべき 
   との提出意見を踏まえ、国立研究開発法人も国の政策の実施機関である旨を明記 

 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 

２７ 



回答・公表実績 
 平成21年度：17件、22年度：13件、23年度：17件、24年度：14件、25年度：14件 

○ノーアクションレター制度（法令適用事前確認手続） 
【根拠】 
 
 ○行政機関による法令適用事前確認手続の導入について（平成13年３月27日 
   閣議決定） 
 
【制度の概要】 
 
 ○日常的な電話等による法令解釈の照会・回答のほか、書面による法令解釈の 
  回答・公表の仕組みを設けることにより、事業活動の予見可能性を高め、行政の 
  公正性と透明性の向上を図ることを目的に導入。 
 
 ○民間企業等が、その事業活動に関係する行為が特定の法令の適用対象となる 
  かどうかについて、あらかじめ当該法令を所管する行政機関に確認するものであ 
  り、行政機関は、原則として30日以内に回答を行うとともに、回答した内容を公表 
  する。 
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○行政相談 －概要－ 
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○行政相談 －実績－ 
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○行政相談 －行政相談委員の概要－ 

  総務大臣から委嘱された民間有識者 

  国民に身近な、気軽に相談できる相手 

  全国で約５，０００人配置 

  ボランティアで無報酬（実費は支給） 

  行政の制度・運営に関して総務大臣に意見を述べることができる 

   （行政相談委員法第４条） 

  委嘱期間は２年間（再任は可能だが、80歳まで） 

  平均年齢 67.3歳 

  元公務員、元教員が多い 

  弁護士や税理士の資格者も委嘱 

  女性の割合 34.5% (1,706人) (2014年現在) 
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○行政相談 －行政相談委員の活動－ 
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○行政相談 －行政相談に基づく改善事例－ 

１．行政のオープン化・双方向化について ～現在の取組～ 

３３ 



○行政相談 －行政相談に基づく改善事例－ 
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○行政相談 －行政相談に基づく改善事例－ 
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○行政相談 －行政相談に基づく改善事例－ 
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○行政相談 －行政相談委員意見に基づく改善事例－ 
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○文部科学省「熟議」 －枠組みの概要－ 

【基本情報】  
 

 ・平成22年４月より実施。 
 ・「ネット熟議」と「リアル熟議」 
  をハイブリッドで展開。 
 ・「ネット熟議」は約20件（平成24 

  年10月まで）、「リアル熟議」は 
  約210件（平成26年２月まで）が 
  実施されている。 
 
※文部科学省公表資料に基づき記載。 

文部科学省公表資料 
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文部科学省公表資料 
○文部科学省「熟議」 －枠組みの概要－ 
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ネット熟議 リアル熟議 

 ◇ 教員の資質向上方策は？ 
 
 ◇ 管理職等にはどのような「力」が必要？ その 
   ためにはどうすれば良い？ 
 
 ◇ 教員になる際につけるべき「力」は？ そのつけ 
   方は？ 
 
 ◇ ＩＣＴを活用した21世紀にふさわしい学校や学び 
   とはどうあるべきか？ 
 
 ◇ 我が国の研究費を使いにくくしている問題点は 
   何か？ 
 
 ◇ 就活問題を解決するには？ 

 ◇ 地域コーディネーターがつなぐ学校と地域 
   （横浜市） 
  
 ◇ 公立学校の校長先生に望むこと（渋谷区） 
 
 ◇ 若手教師の育て方、育ち方 ～学校はみんな 
   が育つトコロ～ （日本女子大学） 
 
 ◇ 学校と地域、協同のカタチを考える（大阪市） 
 
 ◇ 将来についてちゃんと真剣？ ～内定はゴール 
   じゃない～ （岐阜大学） 
 
 ◇ 「ＩＣＴの活用について」「各地域に根ざした教育 
   のあり方について」（新潟県三条市） 

文部科学省公表資料に基づき 
作成 

○文部科学省「熟議」 －主なテーマ－ 
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